
公告 第６１９号 

 

 

組合規程の一部変更について 

 

 

 平成２９年５月２５日付ＳＣＳＫ健発第１２０号から第１２２号をもって、以下の規程を一部

変更することについて、関東信越厚生局長宛に届出したので、別添、新旧対照表のとお

り公告する。 

 

 

平成２９年５月３０日 

 

ＳＣＳＫ健康保険組合 

理事長 小林 良成 

 

 

■一部変更する規程（新旧対照表） 

・個人情報保護管理規程 

・機密文書管理規程 

・事務取扱規程 

 

以上 



個人情報管理規程 

新 旧 条 文 対 照 表 

 

新 旧 

（目的） 

第１条 本規程は、「個人情報の保護に関する法 

律」（平成１５年５月３０日・法律第５７号。以下 

「法」という。）及び「行政手続における特定の個 

人を識別するための番号の利用等に関する法律」 

（平成２５年５月３１日・法律第２７号。以下「番 

号法」という。）、「健康保険組合等における個人情 

報の適切な取扱いのためのガイダンスについて」 

（平成２９年４月１４日保発０４１４第１８号厚 

生労働省保険局長通知。以下「ガイダンス」とい 

う）、「特定個人情報の適正な取扱いに関するガイ 

ドライン（事業者編）」（以下「特定個人情報ガイ 

ドライン」という）、「健康保険組合における個人 

情報保護の徹底について」（平成１４年１２月２ 

５日保保発第１２２５００１号厚生労働省保険局 

保険課長通知。以下「保険課長通知」という。）に 

基づき、個人情報保護の重要性にかんがみ、ＳＣ 

ＳＫ健康保険組合（以下「当組合」という）にお 

ける被保険者及びその被扶養者（以下「被保険者 

等」という）等、当組合が保有する個人情報の漏 

洩・滅失又はき損等（以下「漏えい等」という） 

を防止し、個人情報保護の徹底を図ることを目的 

とする。 

「略」 

 

（目的） 

第１条 本規程は、「個人情報の保護に関する法 

律」（平成１５年５月３０日・法律第５７号。以下 

「法」という。）及び「行政手続における特定の個 

人を識別するための番号の利用等に関する法律」 

（平成２５年５月３１日・法律第２７号。以下「番 

号法」という。）、「特定個人情報の適正な取扱いに 

関するガイドライン（事業者編）」（以下「特定個 

人情報ガイドライン」という）、「健康保険組合に 

おける個人情報保護の徹底について」（平成１４ 

年１２月２５日保保発第１２２５００１号厚生労 

働省保険局保険課長通知。以下「保険課長通知」 

という。）に基づき、個人情報保護の重要性にかん 

がみ、ＳＣＳＫ健康保険組合（以下「当組合」と 

いう）における被保険者及びその被扶養者（以下 

「被保険者等」という）等、当組合が保有する個 

人情報の漏洩・滅失又はき損等（以下「漏えい等」 

という）を防止し、個人情報保護の徹底を図るこ 

とを目的とする。 

 

 

 

 

「略」 

 



（個人情報の定義） 

第２条 「略」 

３ 本規程による要配慮個人情報とは、法第２条

第３項に定める取扱いに特に配慮を要する記述等

が含まれる個人情報をいう。 

４ 死者に関する情報は、法の対象外であるが、

ガイダンスに基づき、死者に関する情報が、同時

に、遺族等の生存する個人に関する情報でもある

場合には、当該生存する個人に関する情報となる。 

５ 前項にかかわらず、個人番号を含む死者に関

する情報は生存する者に関する情報と同様に取扱

うものとする。 

（個人情報の利用目的の特定と公表等） 

第３条 「略」 

２ 当組合は、あらかじめ本人の同意なく別表２

により定める利用目的の達成に必要な範囲を超え

て、個人情報を取扱わないものとする。ただし、

利用目的と関連性を有すると合理的に認められる

場合は、本人に対し通知又は公表することにより

変更できるものとする。 

（個人情報の第三者への提供） 

第４条 法第２３条第１項に規定する第三者提供

の除外事項等を除き、あらかじめ被保険者本人の

同意を得ないで、個人情報を提供してはならな

い。ただし、同条第５項各号に定める委託、事業

の承継または特定の者との間で共同して利用する

場合において、個人情報の提供を受ける者は第三

者に該当しないものとする。 

２ 当該個人情報が特定個人情報である場合、本

（個人情報の定義） 

第２条 「略」 

 

 

 

３ 死者に関する情報は、法の対象外であるが、 

ガイドラインに基づき、死者に関する情報が、同 

時に、遺族等の生存する個人に関する情報でもある

場合には、当該生存する個人に関する情報となる。 

４ 前項にかかわらず、個人番号を含む死者に関す

る情報は生存する者に関する情報と同様に取扱う

ものとする。 

（個人情報の利用目的の特定と公表等） 

第３条 「略」 

２ 当組合は、あらかじめ本人の同意なく別表２に

より定める利用目的の達成に必要な範囲を超え

て、個人情報を取扱わないものとする。ただし、利

用目的と相当の関連性を有すると合理的に認めら

れる場合は、本人に対し通知又は公表することによ

り変更できるものとする。 

（個人情報の第三者への提供の制限） 

第４条 法第２３条に規定する第三者提供の除外

事項等を除き、あらかじめ被保険者本人の同意を得

ないで、個人情報を提供してはならない。ただし、

当該個人情報が特定個人情報である場合、本人の同

意の有無にかかわらず、番号法第１９条に定める場

合を除き、提供してはならない。 

 

 



人の同意有無にかかわらず、番号法第１９条に定

める場合を除き、提供してはならない。 

３ 法第２３条第１項に定める除外事項等ガイダ

ンスⅢ７（１）に定める場合を除き、個人情報を

第三者に提供する場合、様式第 1 号に定める記録

を作成するとともに当該記録を提供した日から３

年間保存しなければならない。 

４ 法第２３条第１項に定める除外事項等カイダ

ンスⅢ８（１）に定める場合を除き、第三者から 

個人情報の提供を受ける場合、様式第２号に定め

る記録を作成するとともに当該記録を提供した日 

から３年間保存しなければならない 

（個人情報の適正な取得及び正確性の確保） 

第５条 「略」 

３ 法第１７条第２項各号に定める場合を除き、

あらかじめ本人の同意を得ないで、要配慮個人情 

報を取得してはならない。 

「略」 

（外部委託） 

第１４条 個人情報及び特定個人情報に関する処

理は、次の各号に掲げる事項を契約書上に明記す

ることを了承した業者に限り、外部委託すること

ができる。 

① 法令、関連通知及びガイダンス（当該個人情

報が特定個人情報である場合には、特定個人情報

ガイドラインを含む）を遵守し、個人情報の保護

に万全を期すこと。また、契約期間終了後におい

ても同様であること。 

「略」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（個人情報の適正な取得及び正確性の確保） 

第５条 「略」 

 

 

 

「略」 

（外部委託） 

第１４条 「個人情報及び特定個人情報に関する処

理は、次の各号に掲げる事項を契約書上に明記する

ことを了承した業者に限り、外部委託することがで

きる。 

① 法令、関連通知及びガイドライン（当該個人情

報が特定個人情報である場合には、特定個人情報ガ

イドラインを追加する）を遵守し、個人情報の保護

に万全を期すこと。また、契約期間終了後において

も同様であること。 

「略」 



（開示手数料） 

第１６条 開示の請求に対しては以下の手数料を

徴収する。 

「略」 

第２１条 

（漏洩等の事故にかかる対策） 

第２２条 組合は個人情報の重要性及び秘匿性を

十分理解するとともに、漏洩等の事故が発生しな

いよう、その予防対策や事故発生時の対応につき

あらかじめ定めるとともに、常時事故防止に努め

なければならない。 

２ 漏洩等の事故が発生した場合、組合が定める

対応のほか、ガイダンスⅢ４（５）に定める二次

被害の防止及び事実関係の公表ならびに所管官庁

への報告を速やかに実施するものとする。 

 

 

 

附則 

この規程の改正は平成２９年５月３０日から施行

する。 

 

（開示手数料） 

第１６条 開示の求めに対しては以下の手数料を

徴収する。 

「略」 

第２１条 

新設 

 

 

 

 

 

 



機密文書管理規程 

新 旧 条 文 対 照 表 

 

新 旧 

（個人情報の取扱い） 

第５条 個人情報は、以下のような機密区分の指

定に基づいて取扱うこととする。 

①特定個人情報または要配慮個人情報が記入又は

記載された文書は、機密区分として「極秘」を

指定する。 

「略」 

 

 

 

 

 

附則 

この規程の改正は平成２９年５月３０日から施行

する。 

（個人情報の取扱い） 

第５条「個人情報は、以下のような機密区分の指

定に基づいて取扱うこととする。 

①特定個人情報が記入又は記載された文書は、機

密区分として「極秘」を指定する。 

 

「略」 

 

 

 



事務取扱規程 

新 旧 条 文 対 照 表 

 

新 旧 

第２３条 被保険者所属選択（２以上事業所勤 

務）届を受けた時は、次の手続きをすること。 

「略」 

２ 前項の届に「行政手続における特定の個人を 

識別するための番号の利用等に関する法律」（平 

成２５年５月３１日・法律第２７号。以下「番号 

法」という。）第２条第８項に定める個人番号（以 

下「個人番号」という。）の記載があったときは、 

番号法に定める、当該個人番号が正しい番号であ 

ることの確認措置（番号確認措置）及び届出者が 

当該個人番号の保有者であることの確認（身元確 

認）（以下（番号確認措置」及び（身元確認）を「本 

人確認措置」という。）を実施すること。 

第２４条 任意継続被保険者資格取得申請書を受

けた時は、次の手続きを行なうこと。 

「略」 

２ 前項の申請書に個人番号の記載があったとき 

の本人確認措置は、第２３条第２項に準じ実施す 

ること。 

第２６条 被保険者証再交付申請書を受けた時

は、次の手続きをすること。 

「略」 

２ 前項の申請書に個人番号の記載があったとき

の本人確認措置は、第２３条第２項に準じ実施す

ること。 

第２３条 被保険者所属選択（２以上事業所勤 

務）届を受けた時は、次の手続きをすること。 

「略」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２４条 任意継続被保険者資格取得申請書を受

けた時は、次の手続きを行なうこと。 

「略」 

 

 

 

第２６条 被保険者証再交付申請書を受けた時

は、次の手続きをすること。 

「略」 

 

 

 



「略」 

第４５条 

第４６条 規則に定める保険給付にかかる申請に

おいて、当該申請書に個人番号の記載があった 

ときの本人確認措置は、第２３条第２項に準じ実

施すること。 

第４７条 毎月の健康保険料・調整保険料及び介

護保険料は事業主から提出された届書に基づき、

電算機で計算した健康保険料算定原簿によりこれ

を決定すること。 

２ 賞与に係る健康保険料・調整保険料及び介護

保険料は、事業主から提出された賞与支払届に基

づき、電算機で計算した計算書によりこれを決定

すること。 

第４８条 健康保険料等は、保険料納入告知書を

以って事業主に通知する。 

２ 前項に規定する保険料納入告知書は、標準報

酬月額別被保険者数及び金額を記載した計算の内

訳を添付すること。 

第４９条 保健事業の事務処理ついては、別に定

めるところによる。 

 

 

附則 

この規程の改正は平成２９年５月３０日から施行

する。 

「略」 

第４５条 

新設 

 

 

 

第４６条 毎月の健康保険料・調整保険料及び介

護保険料は事業主から提出された届書に基づき、

電算機で計算した健康保険料算定原簿によりこれ

を決定すること。 

２ 賞与に係る健康保険料・調整保険料及び介護

保険料は、事業主から提出された賞与支払届に基

づき、電算機で計算した計算書によりこれを決定

すること。 

第４７条 健康保険料等は、保険料納入告知書を

以って事業主に通知する。 

２ 前項に規定する保険料納入告知書は、標準報

酬月額別被保険者数及び金額を記載した計算の内

訳を添付すること。 

第４８条 保健事業の事務処理ついては、別に定

めるところによる。 
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